（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　項：教育総務費　　目：教育指導費　
	事業名　スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　教育委員会　学校支援課　産業教育係　電話番号：058-272-1111（内3699）
　　　　　　　E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp　
１　事業費　　        　　10,000千円（前年度予算額：  10,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	10,000
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	10,000
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）

　　　 経済のグローバル化や産業構造の変化、技術革新や情報化の進展等に伴
う産業社会の高度化、就業形態の多様化などにより、職業人として求められ
る資質・能力も絶えず変化し、高度な知識・技能を身に付けることが要求さ
れている。
（２）事業内容

将来、本県の地域の産業界を牽引し、先見性や創造性に富み、卓越した知
識・技術・指導力をもった人材の育成のために、先進的な卓越した取組を行
う県立の専門高校を「スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール」に指
定し、先進的な取組を行う。

（３）県負担・補助率の考え方

　    国10/10 （文部科学省　スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール）

（４）類似事業の有無

　    無　

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	1,332
	運営指導委員、指導大学講師、指導関連企業講師等

	旅費
	2,479
	運営指導委員、指導大学講師、指導関連企業講師等

	消耗品費
	2,034
	プリンタインク、研究材料費等

	印刷製本費
	　  750
	成果資料印刷製本費

	役務費
	　1,145
	報告書発送等

	使用料・貸借料
	1,960
	バス借上げ

	交付金
	300　
	産業教育フェア生徒交付金等

	合計
	10,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　・第３次岐阜県教育ビジョン
　　　基本方針１　ぎふへの愛着をもち、世界に視野を広げ活躍する人材の育成
　　　　４　優れた才能や個性を伸ばす教育の推進

　　　　（１）科学技術・情報技術やものづくりへの関心、起業家精神等の育成
取り組む施策
スペシャリストの育成に必要な意欲的な学習の推進
（２）国・他県の状況

・文部科学省の委託事業で、平成30年度採択校までの事業

（平成26年度～平成29年度は全国で10校、平成30年度は8校が採択）
（３）後年度の財政負担

　・当該事業は、３か年の国庫負担事業（平成30年度～令和2年度）

事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　本県の産業を担う人材の育成という観点から、地域産業と連携し、実践的教育プログラムを通して、高度な知識・技術を身に付けるとともに、起業家精神、課題発見・解決、コミュニケーション能力を育成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	評価委員会による評価「おおむね満足することができる」
	（H26）
	99.4％

(H28)
	100％

（H29）
	100％

（H30）
	100％

（R2）
	100％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・「もの」を創造できる能力の育成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・域の実態に応じた課題発見や課題解決能力の育成

・安全で安心な価値の高い食品ブランドづくりができる能力の育成　　　　　
・生産方法を工夫した農産物ブランドづくりができる能力の育成

・環境に配慮した技術活用ができる能力の育成


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　　GAPやHACCPの認証取得への取組やICT、AI、IoT技術を活用した農業の実践研究、地域の特産品等を活用した商品開発やブランドづくりを地域や企業・団体、大学等と連携して行い、知的財産マインドと課題解決能力を備えた、地方創生をリードできる人材の育成が行われている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○
	・全国トップクラスの成果を持つ専門高校が、既存の枠組みを超えた学習活動を通して、高度な専門性と実践力を身に付ける。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	・新たな技術やプロセスを活用し、地域と連携しながら品質と生産性の向上を目指す取組をとおして、独創的な製品を創り出している。また海外での学校交流や世界基準で農業生産、食品加工、環境保全を考えることで、グローバルな視点で地域社会や産業動向を捉え、地域農業の振興や社会貢献に主体的・協働的に取り組む人材の育成が図られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・文部科学省主催のSPH連絡協議会、SPH実地調査及び、県教育委員会によるSPH運営指導委員会を開催し、事業の実施・進捗状況等を外部評価するとともに、事業への指導・助言を行い、実効性のある取組としている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
事業の実践研究の成果が有効に活用され、各教科・科目の授業改善、学校の活性化につながるよう、県教委として指導助言する。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・事業の成果と検証を把握し、事業の質を高めるためには、複数年の継続した取組が必要である。
・研究指定校の取組と成果を他の専門高校に情報提供し、特色ある学校づ
　　くりに資する。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	スーパーハイスクールセッション
【学校支援課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	地域共創フラッグシップハイスクール、スーパーグローバルハイスクール、スーパーサイエンスハイスクール、スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール、地域との協働による高等学校教育改革推進事業（プロフェッショナル型）の研究指定を受けている１６校が、互いの研究成果を生かして連携し、自発的で自由なアイディアを出し合いながら、新たな事業展開につなげられる提言をまとめる。


